発達支援の必要なこどもたちの医療の動向と発達支援の課題 : 開業小児科医院の経験から by 石井 尚吾 & Shougo ISHII
〔人間と文化　125 ～ 128（2017）〕
１．はじめに
　近年、発達支援の必要なこどもたちの中で自閉ス
ペクトラム症（以下、ASDと略）や注意欠如多動症（以
下、ADHDと略）と診断される「知的には大きな問
題はないが学校適応や生活習慣の困難」が目立つこ
どもたちが教育指導上の大きな課題となっている。
著者は平成10年に小児科医院を開設して以来、この
ような困難のあるこどもたちの医療支援を試みてき
た。この間に医院を受診したこどもたちの変化を分
析し、こどもたちを取りまく社会的・医療的状況の
変遷と幼児期の特別支援教育の今後の課題を考察す
る。
２．方法
　発達懸念や心理的問題を主訴に医院を受診した患
者数を診断および受診時年齢でまとめ、経年変化を
検討した。また、ADHDに関しては薬物治療の選択
の経年的変化を確認した。
３．結果
１）対象患者
　2005～2015年の11年間にいしいクリニックを発
達懸念や心理的問題を主訴に受診し、知的障がい、
ASD、アスペルガー症候群、ADHD、限局性学習症
と診断された患者　951名。主訴は、ことばの遅れ、
オウム返し、視線が合いにくい、興味の偏り、過敏、
集団行動が苦手、人の気持ちや場面の意味が理解で
きない、多動、学校にいけない、授業中に立ち歩く、
興奮しやすいなどである。
　一定の病像・症状は認められなかった。行動パター
ンは多様で、学校や家庭で攻撃的な行動を示すこと
もあれば逆に引っ込み思案でいじめられる行動を示
す子もいる。
２）受診患者の変化
　受診数の変化を図１に示した。2005年以降受診数
は徐々に増えている傾向があったが2012年以後の増
加が目立ち、毎年100件をこえる初診がある。図２
に疾患別の受診数を示した。顕著に増加しているの
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はASDおよびADHDであった。知的障がい、限局性
学習症の増加は僅かであまり目立たないものであっ
た。
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図１．受診数
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図２．疾患別の受診数
　ASDの中に含まれるが知的障がいと言語発達遅滞
がないアスペルガー症候群を再掲しているが、増加
は僅かであった。知的正常とは言い切れないグルー
プの増加が目立つようである。
　図３にはそれぞれの初診時年齢を区分して示し
た。知的障がいについては低年齢からの受診もある
が年齢が高くなってから受診する例も多い。幼児期
には大きな問題として認識されず医療受診の必要性
が少ない事例では成人期に至って福祉的制度の利用
など診断書需要での受診が多いと思われる。
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図３．年代別の受診数
　ASDでは５歳以下から受診が多く小学校低学年で
の受診行動が一番多い。行動、集団適応の問題は就
学以前から出現することが多く就学以前からの受診
につながっているように考えられる。一方、ASDに
含まれていてもアスペルガー症候群では低年齢での
受診は少ない。低年齢では行動的な異常が目立たな
い傾向があるのであろう。
　ADHDでも低年齢では受診が少なく小学校低学年
での受診が目立つ。保育園幼稚園では問題がないか
あっても許容されているが就学後適応障害が目立ち
始めるものと思われる。いわゆる「小１プロブレム」
などの要因かと考えられる。
　ASDでもADHDでも小学校高学年から中学校での
受診が多くみられるのも特徴である。
　限局性学習症では小学校高学年での受診が多く、
学習成績の問題が顕著になってからの受診を示唆し
ている。
３）ADHDの薬物治療
　ADHDの薬物治療はメチルフェニデート（ＭＰＨ）
とアトモキセチン（ＡＴＸ）で行われる。薬物治療
の適応と希望は年々増加しているが、現状ではＭＰ
Ｈ使用が多い。（図４）、小学校年齢での使用開始が
ほとんどであるが、中学校卒業後に使用開始になる
こともある。（図５）
石井尚吾：発達支援の必要なこどもたちの医療の動向と発達支援の課題 開業小児科医院の経験から －127－
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図４．注意欠如多動症の薬物治療
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図５．注意欠如多動症と薬物療法
４．考察
１）小学校高学年から中学校での受診増加
　受診数の増加はこのような疾患の実数が増えたた
めではなく、社会的な要因が働いている。従来、「軽
度発達障がい」と呼ばれていた障がいは知的障がい
がないか軽微である社会適応障がいであるが、社会
適応の状況は知的障がいよりよくないことが知られ
ていた。
　2004年、発達障がい者支援法が成立し発達障がい
者支援センターが各都道府県に設置されることにな
り、引き続いて2006年に学校教育法が改正され従来
の「特殊教育」が「特別支援教育」と呼ばれること
になった。これを契機に「軽度発達障がい」も「特
別支援教育」の対象となり、「発達障がい」という
用語が一般化し社会的に認知されることになった。
この結果、2007年ごろからASDやADHDの受診が増
加することになり、小学校年齢での発達障がいの理
解は進んでいるように思われる。
　2012年以降中学校年代での受診が増加しているの
は、それまで「なまけている」「乱暴」「素行が悪い」
と評価されていたこどもたちが「発達障がい」とし
て再評価され、生活指導の対象から障がい治療の対
象へと移行しつつあるためではないかと思われる。
　実際、小学校高学年から中学校で適応障がいを起
こしその後触法行為のため指導を受けているこども
たちと接触する機会が増えている。明らかなASDや
ADHDの所見があるのに支援を受けた記録がないこ
とに気づくことがしばしばある。支援が早期に十分
行われなければこの状況は改善されないと思われ
る。
　今後、支援や治療の機会がより低年齢で提供され
るための認知や療育の場を拡げ、早期に適応障がい
を軽減する努力とともに中学校領域での支援を充実
する必要がある。
２）ADHDの薬物療法の認知
　ADHDの薬物療法の導入率は69％に達している。
何よりも保護者の困り感と薬物療法の効果が認知さ
れた結果であろう。症状が重度である場合は就学前
からの服薬も選択されるようになった。特にＭＰＨ
は効果発現の速さと有効性の高さ、副作用が発現し
ても速やかに消失する安全性から受容度が高い。Ａ
ＴＸも有効度は十分なものがあるが効果発現が遅い
ため比較的には使用する対象が少なくなっている。
最近、第３の治療薬の発売が伝えられ、従来の薬物
の作用機序も解明されてきた。今後、薬物の作用機
序と症状によって使い分ける試みが行われ、薬物治
療の幅が広がるものと期待される。
　今回の集計では取り上げなかったがASDでも衝動
性やこだわり行動の軽減に薬物治療が有効であり用
いる機会が増えている。しかし、低年齢での薬物治
療には保護者の違和感は強くより安全で有効性の高
い薬物や使用法の確立が必要である。
５．まとめ
　社会的な課題もあって発達障がい領域の受診数は
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増加傾向が続いている。小学校高学年以降になって
適応障がいが顕著になった状態での受診が増えてお
り、その対応は後手に回っているのが現状である。
幼児期・低学年での支援指導が不十分であることの
表れであり、今後の幼児期からの支援治療体制の充
実が急がれる。幼児期から小学校低学年での指導支
援を行える人材の育成が必要とされる。
また治療的な対応がより充実し適切な薬物療法、心
理療法が実施できる知見と人材が必要である。
（受稿 平成29年１月23日，受理 平成29年２月７日）
